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次の文章を中国語に訳しなさい。（100％）

(一)

ロシアの連続自爆攻撃、トルコでの政権崩壊の兆し、イラク内戦化の恐れ───。2013年の暮れから世界を騒がせている政治関連のニュースは、暗いものが目立つ。しかし、金融市場にとっては、世界の政治の傾向は、全体として見れば明らかにポジティブだ。

世界銀行の最新統計で世界の国内総生産（GDP）のそれぞれ約25％ずつを占める欧州連合（EU）と米国は、いずれも昨年は政治的リスクが後退した。ユーロ危機は終わった訳ではないが、収束しつつある。米国の政治状況は依然として難しい局面にあるものの、財政協議が２年間の予算で合意に達したことで事態打開の糸口は見えてきた。

世界のGDPの11％を占める中国は、向こう何年にもわたって政治的に高いリスクを内包し続けるだろう。共産党一党支配体制や膨張する政府債務、公害問題は言うまでもなく、急速な経済成長による副作用や少子高齢化、海洋進出を強める政治的野心も懸念される。ただ、それでも現時点では、中国の政治状況は極めて平穏な状態が保たれている。習近平新政権の1年目は、比較的静かな船出となった。同政権が掲げる経済改革は注目に値するが、懸念を誘うほど過激な内容でもない。

 (中略)
地政学的な悲観論者は概して、昨年に全体的に政治状況が悪化した中東と北アフリカをリスク要因として挙げる。内戦の続くシリアの経済規模はわずかだか（世界のGDPの0.1％）、彼らは戦火がイランとサウジアラビアにも簡単に飛び火する可能性があると指摘する。

また悲観論者は、たとえ現在の傾向が望ましいものだとしても、良好な政治秩序は極めて弱い基盤の上にあるに過ぎないとも指摘する。一部の先進国では、主張が過激な政治団体が依然人気を保っている。米国の狂信的反政府主義者たちは、より致命的な財政危機を作り出すかもしれず、欧州の超国家主義者たちが欧州議会選で躍進すれば、EUの足並みはさらに乱れるかもしれない。

中国の台頭と米国の相対的衰退が、世界に不安定化をもたらすとの懸念もある。中国は外交政策について学習段階だ。軍国主義的な領有権の主張で、日本と同様に周辺国を警戒させている。これまで外交を長く学んできたはずの米国も、圧倒的な軍事力を世界の安定にどう使うべきかいまだ悩んでいるように見える。

常に安定を台無しにしてきた人類の歴史を振り返るだけで、そうした懸念は正当なものに聞こえる。経済的な「衰弱性疾患」の見通しを払いのけられるほど十分に賢明な政府や、十分に調和の取れた社会など存在しない。ただ、投資家にとっては、めったなことでは政治が世界的脅威とならないのも事実ではなかろうか。(75%)
節録：「コラム：今年の国際政治、投資家が楽観できる理由」

［ロンドン　６日　ロイターBreakingviews］ - By Edward Hadas

(二)

日本と米国との間の関係は、相互の信頼、ルールに基づく国際的な秩序への共通のビジョン、民主的な価値の支持及び開かれた市場の促進に対する共有されたコミットメント、並びに深い文化的及び人的な絆の上に築かれている。日米同盟は、地域の平和と安全の礎であり、グローバルな協力の基盤である。国際協調主義に基づく「積極的平和主義」という日本の政策と米国のアジア太平洋地域へのリバランスは、共に、平和で繁栄したアジア太平洋を確かなものにしていくために同盟が主導的な役割を果たすことに寄与する。

（中略）

日米両国はまた、貿易自由化を前進させ、経済成長を促進するため、多国間の金融及び経済フォーラムにおいて緊密に連携する。両国の共同の取組は、自由で、開かれ、透明であり、技術革新を推進する国際的なシステムを支持することに基づいている。経済成長を更に増進し、域内の貿易及び投資を拡大し、並びにルールに基づいた貿易システムを強化するため、日米両国は、高い水準で、野心的で、包括的な環太平洋パートナーシップ（TPP）協定を達成するために必要な大胆な措置をとることにコミットしている。本日、両国は、TPPに関する二国間の重要な課題について前進する道筋を特定した。これは、TPP交渉におけるキー・マイルストンを画し、より幅広い交渉への新たなモメンタムをもたらすことになる。両国は全てのTPP交渉参加国に対し、協定を妥結するために必要な措置をとるために可能な限り早期に行動するよう呼びかける。このような前進はあるものの、TPPの妥結にはまだなされるべき作業が残されている。(25%)

節録：「＜仮訳＞日米共同声明　アジア太平洋及びこれを越えた地域の未来を形作る日本と
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